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2022 年４月 18 日 

 

全国法人取引停止処分者の負債状況 
― 2022 年３月中・2021 年度中 ― 

 

2022 年３月中 

 

１．件 数 

  全国における法人の取引停止処分者の件数は、30 件、前年同月比 50.0％増

（前年同月は 20 件、同 74.0％減）となり、２か月連続で前年同月を上回った。 

 

２．負債金額 

  負債金額は、77 億円、前年同月比 72.0％増（前年同月は 44 億円、同 67.2％

減）となり、２か月連続で前年同月を上回った。 

  また、1件当たりの負債金額は、２億 57 百万円（前年同月は２億 24 百万円）

となった。 

 

３．原因別 

  件数の原因別構成比をみると、売上不振（52.9％）が最大のウエイトを占

め、次いでコスト高・採算悪化等（11.8％）であった。 

 

４．業種別 

  件数の業種別構成比をみると、製造業（33.3％）が最大のウエイトを占め、

次いで卸売業（30.0％）、建設業（20.0％）の順であった。 
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2021 年度中 

 

１．件 数 

  全国における法人の取引停止処分者の件数は、232 件、前年度比 20.3％減

（前年度は 291 件、同 62.0％減）となり、２年連続前年度を下回った。 

 

２．負債金額 

  負債金額は、615 億円、前年度比 24.2％減（前年度は 811 億円、同 52.3％

減）となり、２年連続前年度を下回った。 

  また、1件当たりの負債金額は、２億 65 百万円（前年度は２億 78 百万円）、

負債金額 10 億円以上の大口法人の件数は、８件（前年度は７件）となった。 

 

３．原因別 

  件数の原因別構成比をみると、売上不振（49.6％）が最大のウエイトを占

め、次いでコスト高・採算悪化等（11.7％）であった。 

 

４．業種別 

  件数の業種別構成比をみると、製造業（29.7％）が最大のウエイトを占め、

次いで建設業（25.0％）、卸売業（24.6％）の順であった。 

 

 

以  上 

 

本件に関する照会先：パブリック・リレーション部 市田 Tel 03-6267-7153 

次回（2022 年４月中）の発表日：2022 年５月 17 日（火）予定 

本件は、全銀協ウェブサイト（https://www.zenginkyo.or.jp/）に掲載しております。 

 


